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予 算 規 模

○一般会計の平成30年度予算額は、待機児童解消などの重点政策の影響等により対前年度比1.5％増の

1兆116億円を計上

○一般会計の当初予算ベースでは市政史上初めて１兆円の大台を突破

○特別会計・企業会計を加えた全会計では、対前年度比1.1％減の1兆6,344億円を計上

一般会計予算規模の推移
（単位：億円、％）

会 計 30年度予算額 29年度予算額 比較増減 増減率

一 般 会 計 10,116 9,965 151 1.5

特 別 会 計 3,617 3,977

企 業 会 計 2,611 2,590 22 0.8

総 計 16,344 16,532 ▲ 188 ▲ 1.1

▲ 361 ▲ 9.1

各会計予算額

884,750

872,200
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肉付予算

当初予算

（単位：百万円）

901,037

1,011,600
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平成30年度予算のポイント

子どもの育成支援、女性の活躍推進、経済・雇用など喫緊の課題に対応

予算の柱予算編成の考え方

○平成30年度予算は、市長の現任期最後の本格予算であり、「アクションプ
ラン※」に掲げる計画目標の達成に向けた取組を着実に実施する。

○社会・経済情勢の変化や、喫緊の市政課題に機動的に対応すべく、子ど
もの育成支援、女性の活躍推進、経済・雇用分野の事業については、平成
30年度予算における重点分野と位置付け、財源的な裏付けを含めて精査の
うえ、しっかりと予算計上を行う。

○喫緊の市政課題に機動的に対応する一方、今後の財政見通しはより厳し
さを増していくことから、持続可能な行財政運営を継続するため、各局にお
いては、「アクションプラン」事業や既存事業であっても、手法や効果を見極
め、事業の組換えや経費圧縮を目指すほか、部局間の垣根を越えた、サー
ビスを受ける市民の視点に立った事業の再構築、投資効果のある事業に厳
選するなど事業のあり方検討にも併せて取り組むこととする。

○子どもの育成支援（詳しくはＰ４、５）

生まれ育った環境に左右されることなく子

どもが健やかに育つまちへ！

○女性の活躍推進（詳しくはＰ６）

市民や企業が支え合い、女性の希望が

かなうまちへ！

○経済・雇用（詳しくはＰ７）

民間投資を誘発する取組を実施し、都市

の活力や魅力があふれるまちへ！

サービスを受ける市民の視点に立った事業の再構築、事務事業の見直しはＰ８
大規模事業の投資効果はＰ９※アクションプラン：札幌市まちづくり戦略ビジョン・アク

ションプラン2015のこと
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子どもの育成支援

択を支援

◆⼦ども医療助成
（3,442百万円）Ｐ.21

中学校修了前の⼦どもにかかる医療費
の一部を助成

◆就学援助
（948百万円）

経済的な理由で就学困難な⼩中学⽣に
対し学用品費等を支給

◆高等学校等生徒通学交通費助成
（104百万円）Ｐ.23

石狩管内の高等学校等へ
の通学費のうち、基準額を
超える額の一部助成により、
親の所得に拠らない進路選
択を支援

助成対象を拡大 

⼩学校１年⽣の通院を助成対象に
追加するとともに入院時の自己負担
額を軽減

拡充

⼦育て世帯の負担軽減
◆⼦どもの貧困対策推進

（11百万円）Ｐ.24
⼦どもの成⻑や将来的な自⽴において、主に経

済面で様々な困難を抱えている⼦どもや世帯に対
する支援の推進

○支援機関の連携体制強化
様々な分野の⼦ども支援

機関等と連携し、困難を抱
える⼦どもや世帯を必要な
支援に結び付けるモデル事
業を実施

○地域における⼦どもの居場所等の周知
⼦ども食堂などの地域における⼦どもの居場所

や、⼦どもの貧困の現状等を広く周知し、困難を
抱えた⼦ども等を地域全体で支えるまちづくりを
推進

⼦どもの貧困対策

新規

新規

支援拠点の試⾏開設

◆スクールソーシャルワーカー活用
（25百万円）Ｐ.25

児童・⽣徒のいじめや
不登校、家庭環境等の
困りごとに対する専門的
知識・経験による支援

◆スクールカウンセラー活用
（225百万円）Ｐ.82

臨床⼼理⼠、医師等による、⼦ども・
保護者との教育相談や⼼理教育等

◆相談支援パートナー事業
（92百万円）Ｐ.82

不登校やその⼼配のある⼦どもに対す
る、校内の別室における学習支援等

◆ひきこもり対策推進
（18百万円）Ｐ.75

ひきこもりに特化した専門相談窓口運
営のほか、家族や当事者が相談しやすい
支援拠点の試⾏開設

相談体制強化 
スクールソーシャルワーカー増員に

よる支援体制強化
29年度10名→30年度17名

相談支援体制の充実

拡充

生まれ育った環境に
左右されることなく

⼦どもが健やかに育つまちへ 

支給対象費目を追加 

支給対象費目に中学校における⽣
徒会費を追加

拡充

拡充
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◆算数にーごープロジェクト事業
（281百万円）Ｐ.40

⼦どもの学ぶ意欲や論理的思考⼒向上に向け、⼩
学5、6年⽣の算数の授業を対象とした少⼈数指導
を全⼩学校に拡大

◆若者の社会的⾃⽴促進 （5百万円）Ｐ.75
高校中退者等を対象に学習相談、学習支援を実施

◆社会的養護⾃⽴支援 （37百万円）Ｐ.76
18 22歳までの児童養護施設等入所者に⽣活支

援等を実施

学びの支援、進学支援等

40⼈での指導 25⼈程度に分けて指導

新規

新規

拡充 ◆学校新築
（2,100百万円）Ｐ.30

石山緑⼩（石山
⼩と石山南⼩との
統合校）、芸術の
森地区新設⼩（常
盤⼩と石山東⼩と
の統合校）の建築
工事等

◆学校増築 （503百万円）Ｐ.81
児童⽣徒数の増加に対応するための

校舎拡張工事
（増築工事2校 実施設計3校）

◆学校改築 （5,570百万円）Ｐ.81
⽼朽化等に伴う校舎建替え工事

（改築工事6校 実施設計3校等）

石山緑⼩学校完成予想図

学習環境の整備
拡充 ◆児童会館整備

（522百万円）Ｐ.31
⼩学校の改築と合わせた校舎合築の新

型児童会館の整備等

◆地域活動推進 （85百万円）Ｐ.81
⼟曜⽇等に地域と学校が協⼒して多様

な学びを提供する「サッポロサタデース
クール」実施校を27校から35校に拡充

◆札幌市児童育成会運営委員会補助
（565百万円）Ｐ.75

放課後や週末等の⼦どもの居場所を運
営する⺠間児童育成会に対する補助

放課後等の居場所づくり

整備館数増 
実施設計 8館
工事 7館

拡充

拡充

過去５年間の⼦ども関連予算額（⼦ども１⼈当たり）の推移

⼦ども
1⼈当たり

（対前年度⽐）
45万3千円/⼈ 46万5千円/⼈ 52万4千円/⼈ 53万6千円/⼈ 59万8千円/⼈

（ー） （＋2.7％） （＋12.7％） （＋2.3％） （＋11.7％）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

市⻑の現任期中に
14万5千円/⼈増 

注）予算額は各年度における当初予算額、
子ども人口は各年度の4月１日現在の
０～18歳人口
（ただし30年度は30年1月1日現在）

【参考】
29年度他政令指定都市平均50万8千円/⼈
※札幌市調べ
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⼥性が様々な場面で能⼒を発揮し、地域が活性化する好循環を創出 

⼥性の希望をかなえる 市⺠や企業が支え合う 働きやすい企業を広げる 

女性の活躍推進

企業に対するノウハウ支援
◆⼥性社員の活躍応援事業（23百万円） P.38

経済界と連携して「改善モデル」づくりを実践
⼥性社員向け・企業向けのセミナーや出前講座を実施

ワンストップ窓口
◆⼥性の多様な働き⽅支援窓口運営（58百万円） P.36

就労などへの漠然とした悩みから対応し、各種支援に
つなげる⼥性専用の相談拠点を新設
乳幼児健診や⼦育てサロンでの出張相談も実施

⼦育て環境の充実

◆私⽴保育所等整備補助関連（4,378百万円） P.18

さらなる整備促進により、保育定員を約２千⼈分拡大
◆保育士等支援（31百万円） P.20

潜在保育⼠の復職支援や施設とのマッチングを強化
◆⼦育て援助活動支援（38百万円） P.22

⼦ども預かり支援の事前⼿続きを円滑化

≪⼥性の希望≫
⼦育て、就労継続、再就職、キャリアアップ

≪企業の成⻑≫
担い⼿確保、業績の改善

社会の意識改⾰

◆さっぽろ⼥性活躍・働き⽅
改⾰応援事業（8百万円） P.39

官⺠連携により、⼥性に限らず、企業
や男性も参加する、様々なテーマの
分科会からなるフォーラムを開催

取組企業に対する支援の充実

◆男⼥が共に活躍できる職場づくり応援事業
（9百万円） P.37

⼥性活躍推進等に取り組む企業の認証や支援を実施

◆テレワーク・業務管理システム普及促進
助成メニューの追加・企業数の増（6百万円） P.76

◆中⼩企業⾦融対策資⾦貸付 （77,000百万円）

⼥性活躍推進等に取り組む中⼩企業を追加 P.77

市⺠や企業が支え合い、
⼥性の希望がかなうまちへ 

◎多様な悩みへの対応体制の不⾜
◎⼦どもを預けられる環境の不⾜

課
題

◎企業のノウハウの不⾜
◎取組企業に対する支援の不⾜

課
題

◎⼥性を含む周囲の意識

課 題

拡充

拡充

拡充

拡充

新規

新規
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雇
用

産
業
振
興

観
光

経済・雇用

◆観光客受入環境整備
（133百万円） P.44

宿泊施設が⾏う富裕層向け環境整備
に対する補助を実施

◆ＭＩＣＥ施設整備 （22百万円） P.47
新ＭＩＣＥ施設整備に向けた機能の詳細検討等を実施

◆市内周遊バス運営 （15百万円） P.45
都⼼部とモエレ沼公園などの郊外観光スポットを周遊する

バスの運⾏をモデル実施

◆観光資源発掘・魅⼒創出 （40百万円） P.77
⽇本新三大夜景都市としてのさらなるＰＲ等

観光客・ＭＩＣＥ誘致の推進

◆シニアワーキングさっぽろ開催 （24百万円) P.42
市内企業の担い⼿不⾜の解消に向けた、企業と高齢者との

マッチングを図る体験付き仕事説明会の拡充（１→５会場）

◆東京圏新卒者等ＵＩＪターン就職支援 （52百万円) P.41
ＵＩＪターン就職希望者と企業向けの就職支援窓口の運営

及び東京圏の大学での説明会や合同企業説明会を実施

◆⼥性の多様な働き⽅支援窓口運営(再掲) （58百万円) P.36
⼥性が希望する個々のニーズに応じた働き⽅を支援する初期

相談の窓口を設置

様々な世代の就労を支援

拡充

新規

拡充

拡充

新規

◆札幌市ＩＣＴ活用戦略推進 （33百万円) P.49
官⺠が保有するオープンデータやビックデータの収集・管理、

及び健康ポイント制度の運用

◆観光分野におけるICT推進 （34百万円） P.49
観光関連データを活用した観光客の周遊促進と購買意欲の向上

◆地下空間におけるＩＣＴ活用実証実験 （50百万円） P.49
地下情報アプリ「さつチカ」の普及や⼈流データ等のＡＩ分析

による避難ルート策定及び誘客・案内

◆ＩoＴ推進コンソーシアム事業 （42百万円) P.49
高度ＩＴ⼈材の育成や先導的実証事業を⾏う企業への補助

ＩＣＴを活用した先進的取組の推進

⺠間投資を誘発する取組を実施し、
都市の活⼒や魅⼒があふれるまちへ 

拡充
◆企業⽴地促進 （1,317百万円） P.43

本社機能をはじめとした企業の⽴地等を促進

◆医療関連産業集積促進 （63百万円) P.48
北海道大学や札幌医科大学等の先端研究の成果を⽣かした医療

関連産業の集積に向けて、企業への補助を拡充

新たな企業の創出

拡充

新規
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課
題

見
直
し

改
善

◆⼥性の多様な働き⽅支援窓口
運営（再掲）（58百万円）Ｐ.36 

自分の⽣活に合った就職先が
あるか不安

⼦育て中では、相談窓口を探
すだけでも疲れてしまう

家事や育児を含め、働くこと
に伴う不安に初期段階から対応

⽇常⽣活の場を活用し、相談
する負担の軽減

○様々な働き⽅を支援する⼥性
専用の相談拠点を新設

○乳幼児健診や⼦育てサロンへ
の出張相談をモデル実施

サービスを受ける市民の視点に立った事業の再構築

◆区役所窓口の利便性向上
（5百万円）Ｐ.70

転居等の⼿続きが平⽇しかで
きず、混雑時期は待ち時間が⻑
い

混雑時の⼿続きの利
便性を向上

○春の住所異動窓口の⼟⽇開庁
○モデル区で住所異動⼿続きの

事務処理体制強化とコンシェ
ルジュ（総合案内⼈）の設置

ワンストップ支援
◆⼦育て援助活動支援（再掲）

（38百万円）Ｐ.22

⼦どもの預かりサービスの事前
登録⼿続きが複雑

利用料補助制度が煩雑

サービスの⼿続きを利用者目線
で「使い勝⼿」のよいものへ

○事前登録が保育所入所申請と
同時に完了（３区で試⾏実施）
○別途必要だった利⽤料補助⼿続
きが不要に

◆第２期日前投票所の設置
区拡大 （12百万円）Ｐ.82

期⽇前投票所が１つしかない
区では、より投票しやすい環境
整備が求められている

投票の利便性向上

○第２期⽇前投票所の設置区を
全区に拡大

⼿続等の利便性向上

 （単位：百万円）

7,816 5,942 2,182

4,000 2,967 989 事務的経費の節約や事業執行方法の工夫による経費節減　等

813 530 289 効率的な職員配置による職員数の見直し

314 232 93 特定優良賃貸住宅の管理契約期間の終了に伴う負担金や補助金の見直し

611 575 301 くみ取・汚泥処分手数料、札幌駅前通地下広場利用料金の改定、市営住宅使用料の減免改正　等

2,078 1,638 509 繰出休止項目の継続

8,366 8,338 6,278

2,866 1,413 487 滞納の未然防止策の推進や滞納整理の強化等による収納率の向上

5,500 6,925 5,791 土地の貸付、土地の売り払い

16,182 14,281 8,460
※各項目ごとに数値を四捨五入しているため、合計が一致していないところがあります。

歳入・歳出の改革

事務の執行方法の見直し（内部効率）

事務の執行方法の見直し（人件費）

サービス水準のあり方の検討

項　　　　目
アクションプラン

効果額
（28～31年度）

28～30年度予算
累計効果額

30年度までの主な取組内容うち30年度予算
効果額

財政基盤の強化

収納率の向上

公有財産の戦略的な活用

合　　　　　　　　　　　　計

受益者負担の適正化（使用料・手数料の見直し）

企業会計繰出金の見直し

事務事業の見直し
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大規模事業の投資効果

都心部の再開発事業等

ＪＲ駅周辺のまちづくり

創成東・苗穂地区の再開発事業等

◆南2⻄3南⻄地区再開発事業
店舗や広場空間などの賑わいの場の創出や、ポール

タウンから地上につながるバリアフリー経路を整備
共同荷さばき場や公共駐輪場の整備により、交通環

境を改善

◆北８⻄１地区再開発事業
オフィスやホテルを整備し、札幌の経済・観光を活

性化するとともに、環境にやさしいエネルギーの利用
で環境負荷を低減

◆北３⻄３南地区優良建築物等整備事業
地下や１・２階を⼩売店や飲食店とし、チ・カ・ホ

や駅前通の賑わいを創出
市⺠や観光客も利用できる賑わい広場を整備

◆北３東11周辺地区再開発事業
新苗穂駅前に店舗や医療施設などを整備し、空

中歩廊で接続することで、回遊性と賑わいを創出

◆苗穂駅北口⻄地区優良建築物等整備事業
移転する苗穂駅からサッポロガーデンパーク（ア

リオ札幌）につながる空中歩廊を整備
誰でも利用できる広場を整備し、憩いの場を創出

◆苗穂駅周辺地区まちづくり推進事業
駅舎の移転橋上化及び関連する計画(再開発、自由通路、

南北駅前広場、苗穂駅連絡通等)を一体となって整備する
ことにより、都⼼東側の拠点形成、新たな賑わいや回遊性
を創出

◆篠路駅周辺地区まちづくり推進事業
（鉄道高架事業・⼟地区画整理事業等）
鉄道による市街地の分断解消や交通混雑の緩和を図るととも

に、篠路駅東側の社会基盤整備を進めるなど、地域交流拠点に
ふさわしいまちづくりを推進

◆北４東６周辺地区再開発事業
中央体育館や医療福祉施設、スポーツジムなどを

整備し、空中歩廊でサッポロファクトリーと接続
地区内でエネルギーを自給することで、環境負荷

を低減

（1,942百万円）Ｐ.57

（622百万円）Ｐ.57

（180百万円）Ｐ.57

（560百万円）Ｐ.59 （2,869百万円）Ｐ.58

（36百万円）Ｐ.58

（920百万円）Ｐ.58

（2,881百万円）Ｐ.56

これらの取組の
推進により・・・ ◎約1,900億円の投資（市負担額約300億円）を誘発 

◎まちのリニューアルを推進させ、安全性を向上 
◎利便性・賑わい・回遊性を向上させ、まちを活性化 
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###

###

###

###

###

###
0
0

###

###

対前年度 ＋151億円（＋1.5％）

1,128

1,137

分担金・負担金
使用料・手数料288

494

2,241

3,222

601

1,005

歳 入 歳 出

1,572

836

866

464

1,033

823

3,813

438

その他 89億円

地方譲与税・地方特例交付金等
対前年度 ▲246億円（▲29.0％）

教職員給与の権限移譲に伴う税源移譲により、所得割臨時交付金が

減少し、前年度予算から29.0％の減となりました。

市債 対前年度 ▲48億円（▲4.1％）
建設債や臨時財政対策債の減等により、前年度予算から4.1％の減とな

りました。

経済費 対前年度 ▲38億円（▲4.4％）
中小企業金融対策資金貸付金の減等により、前年度予算から4.4％の

減となりました。

公債費 対前年度 ＋17億円（＋2.0％）
市債の償還元金の増により、前年度予算から2.0％の増となりました。

総務費 対前年度 ▲36億円（▲7.5％）
札幌市民交流プラザ整備費や旧白石区役所解体費の減等により、前年

度予算から7.5％の減となりました。

教育費 対前年度 ＋68億円（＋17.0％）
学校新増改築費や学校施設改修費の増等により、前年度予算から

17.0％の増となりました。

諸支出金 対前年度 ＋23億円（＋2.8％）
他会計繰出金の増等により、前年度予算から2.8％の増となりました。

土木費 対前年度 ▲31億円（▲2.9％）
再開発事業費やホッキョクグマ・アザラシ館建設費の減等により、前年度

予算から2.9％の減となりました。

183

環境費 対前年度 ＋4億円（＋2.1％）
清掃工場整備費の増等により、前年度予算から2.1％の増となりました。

道支出金 対前年度 ＋32億円 （＋6.8％）
障がい福祉扶助費や施設型給付費（私立教育・保育施設給付費）の増

等により、前年度予算から6.8％の増となりました。

国庫支出金 対前年度 ＋67億円（＋3.1％）
障がい福祉扶助費や学校建築費の増等により、前年度予算から3.1％の
増となりました。

地方交付税 対前年度 ▲29億円（▲2.8％）
交付税の振替措置である臨時財政対策債との合計では、1,583億円と
なり、前年度予算から3.1％の減となりました。

諸収入等 対前年度 ＋31億円（＋6.8％）
不動産売払収入の増等により、前年度予算から6.8％の増となりました。

（単位：億円） （単位：億円）

職員費 対前年度 ▲20億円（▲1.2％）
退職手当や職員給与の減等により、前年度予算から1.2％の減となりまし
た。

一般会計予算の概要

保健福祉費 対前年度 ＋156億円（＋4.3％）
障がい福祉扶助費や私立教育・保育施設給付費（施設型給付費）の増
等により、前年度予算から4.3％の増となりました。

広義の地方交付税 29年度 30年度 増減額 増減率

地 方 交 付 税 1,034 1,005   29  2.8%
臨 時 財 政 対 策 債 600 578   22  3.7%

合　　　計 1,634 1,583   51  3.1%

市税 対前年度 ＋340億円（＋11.8％）
教職員給与の権限移譲に伴う税源移譲により、個人市民税が増加し、

前年度予算から11.8％の増となりました。

総額 兆 億円
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扶助費 ・ 子ども関連予算の推移

1,278 

1,293 

1,326 

1,317 

1,353 

867 

822 

773 

690 

627 

776 

708 

651 

604 

554 

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600 1,800 2,000 2,200 2,400 2,600 2,800 3,000 3,200

H30

H29

H28

H27

H26

生活保護 児童福祉 障がい福祉 医療助成 その他

（億円）

扶 助 費 子 ど も関 連 予 算

1,081 

1,004 

953 

861 

815 

439 

367 

410 

353 

389 

199 

177 

158 

141 

118 

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600 1,800

H30

H29

H28

H27

H26

子ども・子育て分野 教育分野 福祉分野

（億円）

2,958
(+2.7％）

2,881
(+4.9％）

2,745
(+2.9％）

2,668
(+1.5％）

3,089
(+4.4％）

1,522
(+12.3％）

1,322
(+9.2％）

1,355
(+2.5％）

1,548
(+1.7％）

○主な子ども関連予算は1,720億円を計上

・児童福祉費の増 （対前年度比＋5.5％）

待機児童解消に向けた私立教育・保育施設給付費の増

・障がい福祉費の増 （対前年度比＋9.7％）

障がい者の地域生活を支えるための介護給付等の増

・その他扶助費の増

道からの権限移譲による難病支援対策の増（+36億円）

○扶助費は重点政策に連動し増加傾向

1,720
(+11.1％）

30％増額！

・子ども育成・子育て分野の増 （対前年度比＋7.7％）

保育の受け皿整備や、私立教育・保育施設給付等の増

・教育分野の増 （対前年度比＋17.3％）

学校施設の新築、増築、改修等整備費の増

・福祉分野の増 （対前年度比＋12.4％）

障がいのある子どもの通所給付等の増
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建設費の推移

153 

169 

190 

163 

193 

207 

202 

200 

193 

174 

269 

224 

356 

279 

228 

486 

527 

545 

378 

455 

518 

514 

588 

590 

503 

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600 1,800 2,000

H30

H29

H28

H27

H26

社会基盤整備（補助） 社会基盤整備（単独） 市有建築物等（補助）

市有建築物等（単独） 特別会計・企業会計

（億円）

○一般会計の建設費は1,116億円を計上

・一般会計の建設費は、学校整備や中央体育館改築の増等により、平成26年度

から、５年連続で1,000億円以上の事業費を確保

・学校整備や認定こども園整備補助など、子ども関連の施設整備を推進。

また、今後、更新需要が本格化する都市基盤及び公共施設の更新及び長寿

命化に資する取組を強化

・特別会計・企業会計を含めた全会計の建設費は1,634億円を計上

建設事業費の推移（全会計）

【一般会計】1,116（▲0.4％）

【一般会計】1,121（▲13.2％）

【一般会計】1,292（＋27.5％）

【一般会計】1,013（▲3.6％ ）

【一般会計】1,050（＋41.5％）

112

11

27

113

前年度補正予
算への前倒し
(一般会計分)

1,880
(+17.3％）

1,554
(+40.6％）

1,603
(+3.2％）

1,635
(▲13.0％）

1,634
(▲0.1％）

13

市有建築物等
【補助事業】学校の新増改築や保育所
整備等の子ども関連の整備費を増

【単独事業】市民交流プラザの本格整
備終了に伴う減の一方で、公共施設
の老朽化対策に係る事業費を増

社会基盤整備
道路・街路・河川・公園の整備に係る予

算額は360億円で、１定補正への前倒しも
あり、前年度から10億円（2.7％）減

その中でも、都市基盤の長寿命化に資す
る取組として、道路や橋りょうの改修等の
費用を重点的に計上

・市有施設の計画的な改修 ： 69億円
前年度比 ＋11億円（ 20％増）

・中央体育館改築 ： 62億円

前年度比 ＋36億円（136％増）

・学校の新増改築・施設改修： 172億円
前年度比 ＋48億円（ 38％増）

・認定こども園整備補助 ： 31億円

前年度比 ＋17億円（118％増）

・公立保育所整備 ： 12億円

前年度比 ＋８億円（203％増）

子ども関連の主な施設整備

公共施設等の主な老朽化対策

※社会基盤整備＝道路・街路・河川・公園整備
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▲ 49▲ 46 ▲ 39

▲ 16
▲ 29 ▲ 26

▲ 11

▲ 41
▲ 25 ▲ 26 ▲ 21 ▲ 19

143
129

102
112

136
146

175 173

192

164

142

123

▲ 100

▲ 50

0

50

100

150

200

-100

-50

0

50

100

150

200

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

財政調整基金の状況

○財政調整基金を19億円取崩し

財政調整基金・市債の状況

財政調整基金 市 債

年度末残高

当初予算計上額

・アクションプランの計画事業を着実に実施するほか、計画外の

取組も予算計上するため、財政調整基金を取崩し、一般会計

へ19億円を繰入れ

・平成30年度末残高見込みは123億円

※28年度までの年度末残高は決算額、29年度末残高は決算見込み額

（億円）

○市債残高はアクションプラン見込額を下回る

平成30年度の市債残高は増加が見込まれるが、計画事業を着

実に実施しながらもアクションプラン見込額を下回っており、将来
に過度な負担を残さないよう財政規律にも配慮

（億円）

※（AP: ）は、アクションプランにおける見込額

5,970 5,715 5,739 5,991 6,071 

3,865 4,191 4,477 
4,841 5,156 

7,241 6,957 6,639 
6,354 6,062 

17,075 
（AP:17,157）

16,863

（AP17,437）
16,855

（AP:17,642）
17,186

（AP:17,786）
17,289

9,834 9,906 10,215 10,832 11,227 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

H26 H27 H28 Ｈ29見込 Ｈ30見込

一般会計・建設債等 一般会計・臨財債等 特別会計・企業会計

(AP:10,173)
9,906

(AP:11,146)
10,832

(AP:10,690)
10,215

(AP:11,497)
11,227
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Ｈ27予 Ｈ28予 Ｈ29予※1 Ｈ30予 Ｈ31見込

2,360 2,508 2,637 2,735 2,832

474 678 585 559 563

【994】 【1,183】 【1,185】 【1,137】 【1,141】

1,400 1,380 1,359 1,397 1,418

50 46 21 19 43

9,010 9,366 9,965 10,116 10,262

2,153 2,457 2,272 2,237 2,247

6,857 6,908 7,693 7,879 8,015

4,453 4,546 5,343 5,471 5,597

878 862 1,591 1,572 1,571

874 849 843 859 891

2,700 2,834 2,909 3,040 3,135

1,332 1,309 1,323 1,354 1,361

9,010 9,366 9,965 10,116 10,262

Ｈ27決 Ｈ28決 Ｈ29決見込※2 Ｈ30予 Ｈ31見込 計画期間合計 備考

Ｈ30予算反映版 0 59 21 19 43 142

Ｈ27.12月公表版 50 63 0 19 51 183

差し引き ▲ 50 ▲ 4 21 ▲ 0 ▲ 8 ▲ 41

Ｈ30予算反映版 9,906 10,215 10,832 11,227 11,602

Ｈ27.12月公表版 10,173 10,690 11,146 11,497 11,779

差し引き ▲ 267 ▲ 475 ▲ 314 ▲ 270 ▲ 177

　※2　平成30年１定補正予算計上見込額を反映

中期財政フレーム2015（一般会計）【平成30年度予算反映版】

一般財源の増等により、計画期間全体の基金活用額合計は計画の
範囲内に収まる見込

　※1　Ｈ29予以降は県費負担教職員の権限移譲の影響を含む　

1,0581,0541,0271,0531,073他会計繰出金

基金活用額の比較

合計

計画事業費

その他事業費

扶助費

その他

【臨時財政対策債を含めた場合】

  （単位：億円）

合計

市債残高の比較

歳
出

歳
入

一般財源
（臨時財政対策債を含む）

5,4065,4065,3634,7544,726

区分

区分

市債

国・道支出金

公債費

職員費

義務的経費

その他事業費

基金活用額

社会保障と税の一体改革等の影響による地方交付税の増減見込額を反映
臨時財政対策債は、平成30年度予算同額として設定

平成31年度の試算の条件

歳出の各事業費に基づき試算

アクションプラン計画事業の各年度の見込額に事業の進捗状況を反映

職員数や退職手当額の増減見込額を反映

歳入の市債発行額に基づき試算

平成31年度末の臨時財政対策債の残高見込（5,432億円）は当初の見込（5,322億
円）と比べ110億円増加する一方、効率的な事業執行や市債の発行額の抑制等に
より建設債の残高見込（6,170億円）は当初の見込（6,457億円）と比べ287億円減少
するため、計画期間中の市債残高は計画の範囲内に収まる見込

過去実績の平均伸び率等に基づく増減見込額を反映

特別会計：過去実績の平均伸び率等に基づき試算
企業会計：建設費や元利償還額の変動等を反映し試算

一部事業で過去実績の平均伸び率等に基づく増減見込み額を反映

平成30年度予算編成を反映した中期財政フレームは、以下の通りです。

平成30年度予算における基金活用額は、アクションプラン策定時の想定と同額の19億円を見込み、また、平成30年度末の市債残高は想定を270億円下回る見込

みです。

計画期間全体でも、基金活用額・市債残高ともに当初の計画の範囲内に収まる見込みです。
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